
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































企業債残高  期前受 その他負債
グラフ内の数値は金額（単位：百万円）
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H 25 H26 H27 H28 H29
年度
料金値上げ 料金値下げ
　外部資金には、企業債、他会計出資金、他
会計負担金、他会計借入金、他会計補助金、
国庫（県）補助金があり、多くは水道事業の
8） 利益剰余金の数値は、総務省op.cit.を参考。
図14.　給水人口規模別の料金回収率の状況（上水道事業）平成28年度
データ出所： 総務省「水道財政の在り方に関する研究会」報告書 
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資本的支出に充当される。水道事業は独立採
算を原則とするので、企業債や借入れなど自
己責任の下での資金調達が多いものの、過去
より施設の建設改良に他の外部資金を充当し
続けてきた経緯がある。
　水道事業は公益に資する事業である。水道
法には、第１章総則第１条に「水道の敷設お
よび管理を適正かつ合理的ならしめるととも
に、水道を計画的に整備し、および水道事業
を保護育成することによって、清浄にして豊
富低廉な水の供給を図り、もって公衆衛生の
向上と生活環境の改善とに寄与することを目
的とする。」とある。さらに第２条には「国
及び地方公共団体は、水道が国民の日常生活
に直結し、その健康を守るために欠くことの
できないものであり、かつ、水が貴重な資源
であることにかんがみ、水源および水道施設
並びにこれらの周辺の清潔保持並びに水の適
正かつ合理的な使用に努めなければならな
い。」とある。ここには、水道料金は高すぎ
ては良くなく低廉であること、水道は計画的
に整備しその敷設および管理は適正かつ合理
的であること、国及び地方公共団体は水道に
関する様々な事柄に関し必要な施策を講じな
ければならないことが記されている。
　また、地方公営企業法第１７条の２におい
ては、「一　その性質上当該地方公営企業の経
営に伴なう収入をもって充てることが適当で
ない経費　二　当該地方公営企業の性質上能
率的な経営を行ってもなおその経営に伴なう
収入のみをもって充てることが客観的に困難
であると認められる経費」に対しては「地方
公共団体の一般会計又は他の特別会計におい
て、出資、長期の貸付け、負担金の支出その
他の方法により負担するものとする」とある。
　すなわち、独立採算を是とする水道事業で
あるが、国庫や一般会計からの補助や出資を
受けることは、理にかない、道理であると解
される。
　現状と課題6.で、施設の老朽化、特に管路
の老朽化に対して更新率が低く、経年化のス
ピードに更新が追いついていかないことを挙
げた。そして、全国の多くの水道事業がアセッ
トマネジメントの作成の中で、更新投資には
莫大な金額を算出している。更新計画を実施
していくには、再び企業債での資金調達と水
道料金が原資とならざるを得ないが、税金で
の補助も一定部分に対し積極的に考慮する必
要があると思われる。たとえば、基幹管路の
耐震化や更新投資に対して、あるいは配水管
総延長の一定割合に対して、などの特別目的
を準備し、それに対して国庫補助金の交付や
一般会計からの操出を認める施策である。国
も地方公共団体もあらゆる行政に資金を必要
とし、税収も伸び悩む現状ではあるが、国民
のライフラインである「水の供給」を老朽化
や災害から守るために、積極的な施策が求め
られるところである。
　国民の水道料金に対する負担は、できる限
り平等であるべきだと考える。施設更新に対
する資金需要のために水道料金改定を強引に
推し進めると、すでに現在露呈している料金
格差をますます乖離させる可能性もある。我
が国の水道の普及は全国に広がり、水道の受
益はほぼ国民全体にいきわたっている。そう
であれば現在よりも積極的な、水道事業への
税金の投入はあり得ることと考える。
Ⅳ．おわりに
　本稿では、水道事業における現状の分析と
課題を提示し、その対策を検討した。主な課
題として、有収水量の減少と施設の老朽化お
よび耐震性能不足を取り上げた。その対策と
して、地下水利用専用水道使用者の上水道へ
の転換、逓増型料金制度の廃止、アセットマ
ネジメントの着実な実施について検討した。
そして最後に、健全な経営と更新投資のため
の財源として企業債・料金のほかに積極的に
税金を投入することを提言し、我々の生活の
基盤である水道インフラを崩壊から守る対策
とした。
　持続可能な水道事業を維持するには、経営
環境の改善と施設更新への抜本的改革が必要
である。人口減から経営改善を見込めない事
業体は近隣との広域化を企図し、規模の経済
を得る。ダウンサイジングの施設更新も有り
得る。これらを考慮し、老朽化と耐震化不足
のための長期的アセット・マネジメントを着
持続可能な水道事業に向けての財政展望
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実に実施する。資金については税金の弾力的
な投入を提言する。地下水利用専用水道使用
者を上水道に転換させる等の給水量を増やす
工夫や、委託事業など民間の活力の積極的な
活用により、効率的及び効果的な事業推進を
図ることが重要である。
　紙面に余裕があれば、水道事業の財政改善
の対策として広域化と官民連携の施策につい
て検討を行うところであったが、これらにつ
いては今後の研究課題とする。
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